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第一部 【企業情報】 

第１

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日
至 平成19年
  ３月31日

連結経常収益 百万円 2,186,174 2,045,260 2,113,517 2,931,816 4,879,528

連結経常利益 
(△は連結経常損失) 

百万円 △272,622 446,524 447,564 687,515 1,178,478

連結当期純利益 
(△は連結当期純損失) 

百万円 △138,117 429,283 263,476 484,147 744,484

１株当たり純資産額 円 412.20 598.87 626.71 608.36 678.60

１株当たり当期純利益 
(△は１株当たり 
当期純損失) 

円 △30.95 84.17 51.01 77.02 73.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

円 ― ― ― 75.10 71.66

連結自己資本比率 
(国際統一基準) 

％ 10.43 11.97 11.83 12.48 12.83

連結自己資本利益率 ％ △6.48 16.63 8.31 10.35 11.38

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △755,657 △4,130,851 △1,879,428 561,152 2,422,088

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △531,684 △107,062 303,221 2,408 △347,870

現金及び現金同等物 
の期末残高 

百万円 3,632,714 2,737,916 4,064,970 5,413,714 2,526,701

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 
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回次 第７期 第８期 第９期 第１期 第２期 
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２ 【沿革】 

大正８年８月 株式会社三菱銀行設立（資本金5,000万円(うち払込3,000万円)、三菱合資会社銀行
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４ 【関係会勺Ch�8ｻP〓 

ﾂ�出資黍�(又�x#��随蒲L(又�提携H

関係 
事務委託
関係 

― ― 

三菱ＵＦＪリサーチ 
＆コンサルティング 
株式会社 

東京都港区 2,060

調査研究受託
業 
コンサルティ
ング業 

44.92
(19.94)
[35.41]

3 ―

預金取引
関係 
業務委託
関係 

提出会社
より建物
の一部を
賃借 

経営相談
業務 
顧客紹介

エム・ユー・フロンテ
ィア債権回収株式会社 

東京都中野区 1,500
債権管理回収
業 

79.68
(15.62)

4 ―

預金取引
関係 
債権管理
回収業務
委託関係 

提出会社
より建物
の一部を
賃借 

― 

三菱ＵＦＪウェルスマ
ネジメント証券株式会
社 

東京都千代田区 1,100
証券業 
投資顧問業 

100.00
(100.00)

�$ ―

預金取引

関係 投��ﾘﾏ務
�

鍵 顏

U n i o n B a n C a l  
C o r p o r a t i o n  

ア メ リ カ 合 衆 国  
カ リ フ ォ ル ニ ア 州  
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当行との関係内容 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 
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(2) 国内・海外別資金運用／調達の状況 
(増減につきましては、平成17年12月31日までが株式会社東京三菱銀行、平成18年１月１日以降は
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行からなる前連結会計年度の計数を基準とし、当連結会計年度の計数を
比較したものであります。) 
① 国内 
国内ァ 国内 
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② 海外 

海外における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度の資金運用勘定平均残高は前年度比６兆9,884億円増加して25兆559億円となり

ました。利回りは0.76％上昇して5.01％となり、受取利息合計は１兆2,559億円で前年度比4,888

億円の増加となりました。資金調達勘定平均残高は前年度比５兆7,238億円増加して23兆2,793億

円となりました。利回りは1.05％上昇して3.52％となり、支払利息合計は8,211億円で前年度比

3,872億円の増加となりました。 
 

平均残高 利息 利回り 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

前連結会計年度 18,067,442 767,111 4.24 
資金運用勘定 

当連結会計年度 25,055,920 1,255,964 5.01 

前連結会計年度 10,980,741 514,724 4.68 
うち貸出金 

当連結会計年度 17,297,396 903,180 5.22 

前連結会計年度 1,888,337 81,096 4.29 
うち有価証券 

当連結会計年度 1,887,158 87,275 4.62 
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(3) 国内・海外別役務取引の状況 

(増減につきましては、平成17年12月31日までが株式会社東京三菱銀行、平成18年１月１日以降は

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行からなる前連結会計



種類 期別 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前連結会計年度 113,766 11,368 △17,697 107,437 
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② 特定取引資産・負債の内訳(末残) 

国内及び海外の特定取引の状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度末の国内の特定取引資産は前年度比１兆6,405億円減少して３兆9,700億円、特

定取引負債は前年度比3,880億円減少して5,464億円となりました。海外の特定取引資産は前年度
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(5) 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額 合計 

前連結会計年度 94,135,858 14,651,170 △1,258,384 107,528,644 

預金合計 

当連結会計年度 92,877,632 15,051,332 △716,360 107,212,604 
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(7) 国内・海外別有価証券の状況 

○ 有価証券残高(末残) 
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（参考） 

自己資本比率は、平成19年３月31日から、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」と

いう。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。なお、平成18年３

月31日は銀行法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第55号。以下、「旧

告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。 

なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法を、オペ

レーショナル・リスク相当額の算出においては粗利益配分手法を採用するとともに、マーケット・リスク規制を導入

しております。 
 
連結自己資本比率（国際統一基準） 

 うち非累積的永久優先株  125,000 125,000
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単体自己資本比率（国際統一基準） 
 

平成18年３月31日 平成19年３月31日
項目 

金額（百万円） 金額（百万円）

 資本金  996,973 996,973

 うち非累積的永久優先株  125,000 125,000

 新株式申込証拠金  － －

 資本準備金  2,767,590 2,767,590

 利益準備金  190,044 190,044

 任意積立金  720,628 －
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（注）１．平成18年３月31日の繰延税金資産に相当する額は599,84
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業の性格上、該当する情報がないので記載しておりません。 

 

３ 【対処すべき課題】 

ここ数年の金融規制改革の進展により、金融機関がご提供できる金融商品・サービスは格段に増加

しております。このため、お客さまの様々な新しいニーズに的確かつ迅速に対応していくことは、金

融機関の優劣を決する重要なポイントとなっています。当行は、ＭＵＦＧグループ各社と協力して、

「グローバルな競争を勝ち抜く『世界屈指の総合金融グループ』を創造し、お客さまに最高水準の商

品・サービスを提供する」ために、「お客さま本位」と「質の充実」をさらに追求してまいります。 

具体的には、平成19年２月、ＭＵＦＧグループの中期経営計画について定期見直し（ローリング）

を行い、平成19年度版の中期経営計画を策定いたしました。従来と同様、ＭＵＦＧグループとして株

式時価総額ランキングで安定的に“グローバルトップ５”に入る世界屈指の金融機関になることを目

指し、そのための財務目標として、平成21年度にＭＵＦＧ徴∧ｸ�8ｷ�8翌o搾� .5兆円,H�X�挙槙�/��

の稼動開始は、平成20年前半を目指すことにしてお
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４ 【事業等のリスク】 

 

当行および当行グループ(以下、当行という。)の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのよ

うなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項につ

いては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しておりまA投資者��閧ﾜN綜枕s投資早滝下果を最大限発揮するために最善の努力をいたしております。しかしながら、当初期待した合併効果を十分に発揮できないことにより、結果として当行の財政状態および業績に重大な悪影響を及ぼすおそれがあります。 合併効果の十分な発揮を妨げる要因として以下が考えられますが、これらに限られません。 ・ 当行の事業が適切に統合できず、経営効率が阻害される可能性 ・ 旧両行の国内外の支店および子会社ネットワーク、本部機構、情報・管理システム、お客さま向け商品およびサービスが適時または適切に統合で

RゲA営業茶Rｨﾉよﾑ本部機構ｸ兼晞鴻厂ｎn赱ｸ�ｷ謔

Rコスト削舷�ｎﾀ寀ｸ�ｫｸやｱｸ�ｊﾜｸﾞQA多数�要因ﾊ�!O提ｸにｵてｸ｢�ｸｷ瓧�ｸ邵っAかかｂ窿Rスト削�提ｸｪ実寀ｸ�ｫｸ減｢��査穏香A期怠"果雕� コスト�

]喧ﾚ標ｸｪ実寀ｸ�ｫｸ減｢�能性ｸｪあﾊ雕ﾜｸｷ瓧 

ｸﾜｸｽ、当行ｸ�)合丙ｔｺうサービRゲA商品、業務ｲｨよび情報システム、国内外拠点ならびに従業員の

再配置等により想定外の追加費用が発生する可能性があります。これらのリスクが顕在化した場合に

は、当初期待したコスト削減目標が達成できず、当行の財政状態および業績に悪影響を及ぼすおそれ

があります。 
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平成18年12月、当行は、サンフランシスコ連邦準備銀行、ニューヨーク連邦銀行およびニューヨ

ーク州銀行局から、米国におけるマネー・ローンダリン
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９ 貸出業務に関するリスク 

(1) 不良債権の状況 

当行は、1990年代初頭から進んだ貸出債権等の劣化に対し、直近数年で、多額の不良債権を処理し、

その水準を下げてきました。しかしながら、本邦の景気の動向、不動産価格および株価の変動、当行

の貸出先の経営状況および世界の経済環境の変動等によっては、当行の不良債権および与信関係費用

は再び増加するおそれがあり、その結果、業績に悪影響を及ぼし、財務内容を弱くし、自己資本の減

少につながる可能性があります。 

(2) 貸倒引当金の状況 

当行は、貸出先の状況、差入れられた担保の価値および
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［ご参考］金融再生法開示債権の状況 

 

金融再生法開示債権は、前連結会計年度末比4,555億円減少して１兆1,573億円となりました。 

開示債権比率は、前連結会計年度末比0.64ポイント減少して1.44％となりました。 

債権区分別では、破産更生債権およびこれらに準ずる債権が215億円、危険債権が1,074億円、要

管理債権が3,264億円それぞれ減少しております。 

当連結会計年度末の開示債権の保全状況は、開示債権合計１兆1,573億円に対し、担保・保証等に

よる保全が5,694億円、貸倒引当金による保全が3,536億円で、開示債権全体の保全率は793�紊H�0

っております。 

不良債権処理に関しましては、従来より重要課題として取り組んでおり、今後とも償却・売却等

による最終処理、または再建可能な先の正常化を図ることで、引き続き不良債権残高を削減したい

と考えております。 

 
金融再生法開示債権［単体］ 

 

債権区分 

開示残高 
(A) 
 
(億円) 

貸倒引当金
(B) 
 
(億円) 

特定債務者
支援引当金(C)
 
(億円) 

うち担保・
保証等による
保全額(D) 
(億円) 

非保全部分に 
対する引当率
[(B)+(C)] 
／[(A)-(D)] 

保全率 
[(B)+(C)+(D)]
／(A) 

要管理債権 
4,743 
(8,008)

1,224
(2,044)

―
(―)

2,073
(2,356)

45.87％ 
(36.18％)

69.53％
(54.96％)

小計 
11,573 
(16,128)

3,536
(4,133)

―
(―)

5,694
(7,453)

60.16％ 
(47.65％)

79.76％
(71.84％)

開示債権比率 
1.44％ 
(2.08％)

―― ―― ―― ―― ―― 

(2) 有価証券 

国債 231,171 199,387 △31,783
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部門 
法人部門 国際部門

国際部門

のうちUNBC
市場部門

その他部門 

(注)２ 
合計 

資金収益 4,478 4,560 1,301 - 1,842 △727 11,454

手数料 1,165 2,763 532 - △24 △182 4,255

その他 301 2,235 311 - 1,072 △476 3,442

子会社 4,499 344 3,852 3,243 - 825 9,520

経費等 6,665 4,004 3,392 2,009 476 1,494 16,033

営業純益(注)１ 3,777 5,898 2,604 1,235 2,414 △2,054 12,639

（注)１ 連結業務純益の内部取引消去等連結調整前の計数(子会社からの配当収入のみ消去)です。 

社内管理の為に算出した損益であり、財務会計上の損益とは一致しません。 

２ その他部門の営業純益では、ダブルカウント額※を控除しております。 

その他部門の業務粗利益では、子会社からの配当収入、および株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ宛貸出収益を控除しております。 

※ダブルカウントとは、特定の業務から得た収益(または経費)を２つの部門で同時に計上するもので

す。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

 

【株式の種類等】 会社法第155条第４号による第三種優先蓼顥tI

 ２D扇Y�諱z倩ｶ2S号に式の�等の状況〈�+ｵ�

そ の 他 (      )  ―  ―  ―  ―  

第 一 回 第 三 種  

優 先 株 式  

保 有 自 己 株 式 数  9 , 3 0 0 , 0 0 0 ―  9 , 3 0 0 , 0 0 0  ―  
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式数
(千株) 

昭和40年４月 三菱銀行入行 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

昭和49年４月 三菱銀行入行 

平成12年７月 東京三菱銀行米州本部米州企画室長

兼東京三菱銀行信託会社出向 

平成13年６月 同執行役員営業第一本部営業第二部長 

平成16年５月 同執行役員総合企画室長 

平成17年５月 同常務執行役員コーポレートセンタ

ーの担当兼総合企画室長 

平成17年６月 同常務取締役コーポレートセンター

の担当兼総合企画室長 

株式会社三菱東京フィナンシャル・

グループ取締役 

平成17年10月 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ取締役(現職) 

常務取締役 

(代表取締役) 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)   

買現先勘定 ※２ 266,340 0.17 292,642 0.19
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② 【連結損益計算書】 

 

前刋�ﾈ会hﾇ年度 一��[ﾙ�ﾁ1yD�%1瑚%�?z ﾎ� 平成��年３�ﾎ31肉ｩ一��[ﾙ�ﾁ1吋�%1瑚%�?z ﾎ� 平成��年３�ﾎ31肉ｩ

  手形利息 
 16,560 25,634 

  買現先利息  17,994 14,556 

   債券貸借取引受入利息  4,468 8,850 

  預け金利息  133,255 236,058 

  その他の受入利息  107,236 192,228 

 信託報酬  21,551 24,562  役務取引等収益  586,527 909,462  特定取引収益  107,437 144,088  その他業務収益  236,027 312,084  その他経常収益 ※１ 179,2S� 404,32b�

  その他の支払利息  79,173 226,770 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】  

  
前連結会計年度 

  減価償却費  101,413 262,631 

  減損損失  9,720 12,520 

  連結調整勘定償却額  10,727 － 

  のれん償却額  － 1,675 

  負ののれん償却額  － △813 

  持分法による投資損益(△)  △6,389 △11,826 

  特定取引資産の純増(△)減  △1,101,883 1,629,473 

  特定取引負債の純増減(△)  408,859 △437,018 

  約定済未決済特定取引調整額  △5,762 △222,384 

  貸出金の純増(△)減  △788,941 775,853 

  預金の純増減(△)  2,747,699 △437,093 

  譲渡性預金の純増減(△)  853,798 △88,834 

  コールローン等の純増(△)減  △2,909,836  △913,401 

  債券貸借取引支払保証金の純増(△)減  456,806 △852,512 

  コールマネー等の純増減(△)  △4,141,653 △7,009,121 

  コマーシャル・ペーパーの純増減(△)  △273,597 307,116 

  債券貸借取引受入担保金の純増減(△)  1,120,954 1,253,878 

    小計  △4,501,366 △4,879,160 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 174社

  主要な会社名 

ＵＦＪニコス株式会社 

UnionBanCal Corporation 

(1) 連結子会社 179社

  主要な会社名 

ＵＦＪニコス株式会社 

UnionBanCal Corporation 
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  前連結峨s0
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建の金融資産・負債

から生じる為替変動リスクに対す

るヘッジ会計について、業種別監

査委員会報告第25号「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関

する会計上及び監査上の取扱い」



― 131 ― 

 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度末 

9百万円、再貸付に供し

ている有価証券は652,184百万円、当連結会計年度

末に当該処分をせずに所有しているものは

9,635,687百万円であります。 

手形割引により受け�遅

延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という)のうち、法人税法施行令（昭和40年政

令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲

げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい

る貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを�支援�*�,H,ﾘ上い

延が相当期間継続していることその他の事由に

支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないも

のであります。 

※４ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は17,686百

万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の

支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないも

のであります。 

※５ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は878,757百

万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債

務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。 

※５ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は562,461百

万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債

務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。 
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前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 
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前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシ

ュ・フローに影響を与えるものではありません。こ

れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保

全、その他相当の事#契約

極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借手側) 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 189,176百万円

その他 129,193百万円

合計 318,369百万円

 減価償却累計額相当額 

動産 98,284百万円

その他 39,858百万円

合計 138,142百万円

 年度末残高相当額 

動産 90,891百万円

その他 89,335百万円

合計 180,226百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高

が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低

建物 63百万円

その他の有形固定資産 181,398百万円

ソフトウェア 132,608百万円

その他の無形固定資産 136百万円

合計 314,208百万円

 減価償却累計額相当額 

建物 42百万円

その他の有形固定資産 91,399百万円

ソフトウェア 58,359百万円

その他の無形固定資産 52百万円

合計 149,850EAP

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高

が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっております。但

し、ソフトウェアのうちの主なものについては、

利息相当額の合理的な見積額を控除する方法によ

っております。 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 47,775百万円

１年超 134,582百万円

合計 182,358百万円
 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 47,375百万円

１年超 119,425百万円

合計 166,801百万円
 

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高が有形固定資産の年度末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によっ
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Ⅱ 当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成19年３月31日現在) 
 

 
連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

当連結会計年度の損益に 
含まれた評価差額(百万円) 

合計 2,329,800 2,322,977 △6,823 1,258 8,081

(注) １ 時価は、連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

潔�
計上額(百万円)

評価差額 
(百万円) 

うち益(百万円) うち損(百万円)

国内株式 3,865,836 6,118,898 2,253,062 2,353,418 100,356

国内債券 19,660,405 19,582,339 △78,066 9,320 87,386

外国株式 62,242 177,179 114,937 116,535 1,597

外国債券 6,788,336 6,731,840 △56,495 16,795 73,291

その他 3,923,618 4,089,353 165,735 186,051 20,316

合計 34,300,438 36,699,611 2,399,172 2,682,120 282,948
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(金銭の信託関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 
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(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

当行及び連結子会社の行っているデリバティブ取引には、金利・通貨等先物取引、金利・為替先渡
取引、先物外国為替取引、金利・通貨等スワップ取引、金利・通貨等オプション取引などがあります。 
なお、当行では、行内で定めるリスク管理・運営方針に基づき、主として以下の目的でデリバティ
ブ取引に積極的に取り組んでおります。 
・顧客へのリスクヘッジ手段の提供 
・短期的な為替・金利等の見通しに基づくトレーディング 
・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ 
ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・ｰ

デリバティブ取引に係る主要なリスクとして、市場リスク及び取引に伴い発生する信用リスクがあ
ります。 
市場リスクとは金利、為替レート等の様々な市場の変動により損失を生じるリスクであり、信用リ
スクとは取引相手方の財政状態の悪化により、契約が履行されなくなり損失を被るリスクであります。
当行では、他の取引と同様デリバティブ取引についても、市場リスク、信用リスク別に、可能な限り
統一的な手法で測定・管理を行っております。 
市場リスクにつきましては、経営会議から半期毎及び業務毎にバリュー・アット・リスク(保有期間
中に一定の確率でポートフォリオに発生する最大損失額を統計的に推定したリスク指標、以下VaR)を
用いた権限を付与し、行内の独立した市場リスクの管理部署である総合リスク管理部が日次、グロー
バル・連結ベースで銀行全体のリスクの量を内部モデルにより計測、管理し、直接経営陣に報告して
おります。 
一方、信用リスクにつきましては、フロント組織から独立した与信所管部による判断に基づき、シ
ステム等により再構築コスト及び再構築コストの将来の変動を考慮に入れた与信残高の把握と管理を
行っております。 
 
なお、当連結会計年度のVaR値及び信用リスク相当額は、それぞれ以下のとおりであります。 
 
 
(VaR値) 
 
 旧東京三菱銀行分VaR実績値（平成17年4月1日から平成17年12月31日まで） 

 

金額(億円) 
リスク・カテゴリー 

日次平均 最大値 最小値 期末日 

金利 32.9 133.3 6.0 6.3 

 うち円 27.1 17"1 g�� 7#1 gW�"7%1

株式 1.6 6.0 0.0 0.0 

商品 0.3 1.7 0.0 0.0 

分散効果 △8.5 ― ― △2.5 

合計 35.0 130.8 8.8 8.8 

(注) １ デリバティブ取引を含むトレーディング業務を対象範囲としております。 

   ２ 計�ｱﾍ撫ﾗL期�10日�信翼去焙99＜羨観測期�702�4�?ｯ,嚠,n嚠��-ﾌ]ﾈ+x�"�







― 155 ― 

(3) 株式関連取引(平成18年３月31日現在) 
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Ⅱ 当連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

当行及び連結子会社の行っているデリバティブ取引には、金利・通貨等先物取引、金利・為替先渡
取引、先物外国為替取引、金利・通貨等スワップ取引、金利・通貨等オプション取引などがあります。 
なお、当行では、行内で定めるリスク管理・運営方針に基づき、主として以下の目的でデリバティ
ブ取引に積極的に取り組んでおります。 
・顧客へのリスクヘッジ手段の提供 
・短期的な為替・金利等の見通しに基づくトレーディング 
・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ 
ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・貸出金・債券等、変動金利の預金・貸出金等及び
固定金利の預金・貸出金等に係る予定取引をヘッジ対象としており、金利スワップ取引等をヘッジ手
段として指定しております。ヘッジの有効性については、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条
件がほぼ同一になるようなヘッジ資ﾎ肖ﾌ行っているデリ�
ヘニバティブ取 方傴スクの柘

ヘι(禛Xクの調っ�・通替取�ディrﾌ見巵デどど(福ては・貸�ﾇ(禛Xクの亭��ﾒﾈ
ね 3 ) ィ デ ン グ  
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２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち 
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円)
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(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当行及び国内連結子会社は、確定給付型の

金額(百万円) 金額(百万円) 

退職給付債務 (Ａ)  △1,437,314   △1,440,772  

年金資産 (Ｂ)  1,699,478   1,934,627  

未積立退職給付債務 (Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ)  262,164   493,854  

会計基準変更時差異の未処理額 (Ｄ)  △8   －  

未認識数理計算上の差異 (Ｅ)  △5,185   △195,172  

未認識過去勤務債務 

退職給付引当共1
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分 

金額(百万円) 金額(百万円) 

勤務費用  24,202   36,234  

利息費用  24,743   36,436  

期待運用収益  △33,648   △56,321  

過去勤務債務の費用処理額  △4,334   △7,848  

数理計算上の差異の費用処理額  23,597   8,380  

会計基準変更時差異の費用処理額  8   △8  

その他(臨時に支払った割増退職金等)  8,101   6,603  

退職給付費用  42,669   23,477  
       
(注) 簡便法を採用している一部の当行海外支店及び連結子会
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

区分 
前連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

(1) H初zb��
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

 

� 9 i ﾈ 例 )  

� 9 i ﾈ 例 )  

� 9 i ﾈ 例 )  

� 9 i ﾈ 例 )  

� 9 i ﾈ 例 )  

経 常 利 益  6 5 3 , 0 5 6  2 , 7 3 2 3 4 , 3 1 1 6 9 0 , 1 0 0 ( 2 , 5 8 5 )  6 8 7 , 5 1 5

Ⅱ  資 産 、 減 価 償 却 費 及 び  
  資 本 的 支 出  

  

資産 156,930,901 59,829 5,258,607 162,249,338 (1,476,378) 160,772,959

減価償却費 91,880 2,734 6,797 101,413 ― 101,413

資本的支出 305,915 1,029 9,762 316,707 ― 316,707

(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２ その他には、クレジットカード業、リース業等が属しております。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 
銀行業 
(百万円) 

クレジット
カード業 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 経常収益   

(2) セグメント間の 内部経常収益 
8

減価償却費 138,657 22,669 101,304 262,631 ― 262,631

資本的支出 222,407 34,083 129,815 386,306 ― 386,306

(注) １ 一般企業の売上高及び営業

∈5ルﾆ9y勧��+V�*�.�-ﾈ+x���
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【海外経常収益】 
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【関連当事者との取引】 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成17年４月１
期末残高
(百万円)

役員 石原 邦夫 当行取締役 なし 資金の貸付(注１) ― 貸出金 61

役員 石原 邦夫 当行取締役 なし 
資金の貸付(注１)に係る受取利息 

― 貸出金利息 1

役員 石原 邦夫 当行取締役 なし 資金の貸付(注２) 10 貸出金 10

役員 尾﨑 � 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間7年、1ヶ月毎元利均等返済であります。 

(注４) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間19年6ヶ月、1ヶ月毎元金均等返済であ

ります。 

 

(3) 子会社等 

該当ありません。 

 

(4) 兄弟会社等 

該当ありません。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 608円36銭
 

１株当たり純資産額 678円60銭
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２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 
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(重要な後譜馼�ｲ� ﾂ �

前 連 結 会 計 年 度 ﾂ �
( 龕 ) [ ﾙ � ﾀ 1 9 D � % 8 ﾈ � % � ? ｬ  

至 ﾂ 平 成 � � 年 ３ 月 3 1 日 ﾉ ﾂ �
( 龕 ) [ ﾙ � ﾀ 1 吋 � % 8 ﾈ � % � ? ｬ  

ﾂ �� � � � � � � � � � � � � � ﾂ �当 行 h , 連 結 子 会 社 h % あ h 驍 t Ｆ Ｊ ニ コ ス 株 式 会 社 h - 、 平 �

成��年��月20日開催h,取締役会において、当行h,連結子�結をな議hｵ、平成��年４月１日、合併いたhｵまhｵた。当�会�撃ｻ0日会�い�４月��7� ｸ��①�
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
 

50, 50, 1.93�"ﾈし13�
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２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

 

  
前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

当事業年度末 
(平成19年３月31日) 

 現金  1,377,594 1,156,696 
 預け金 ※７ 9,468,894 6,133,361 
コールローン  1,995,900 1.36 1,766,390 1.26
買現先勘定 ※２ 193,473 0.13 223,278 0.16
債券貸借取引支払保証金 ※２ 2,738,240 1.86 3,586,380 2.55
買入手形  530,200 0.36 ― ―
買入金銭債権 ※７ 1,7 1 32

ⅹV冲ﾈ麼ﾛ渉２ 3,5�  235 256 

 特定取引有価証券  61,613 15,678 
 特定取引有価証券派生商品  170 69 
 特定金融派生商品  1,197,263 824,056 
 その他の特定取引資産  3,556,351 3,107,097 
金銭の信託  283,155 0.19 242,996 0.17

有価証券 
※1,2 
7 

42,159,651 28.66 40,705,727 28.95

 国債  22,916,713 19,743,404 
 地方債  224,992 220,100 
 社債 ※14 5,094,056 5,128,393 
 株式  7,081,248 7,265,946 
 その�

 当座貸越  9,997,501 10,174,892 
外国為替  1,265,985 0.86 1,395,884 0.99

繰延税金資産  599,840 0.41 194,999 0.14
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前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

当事業年度末 
(平成19年３月31日) 
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② 【損益計算書】 
 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 資金運用収益  1,449,881 2,466,446 

  貸出金利息  787,546 1,434,893 

  有価証券利息配当金  405,407 589,836 

  コールローン利息  12,426 18,552 

  買現先利息  6,739 12,361 

    債券貸借取引受入利息  3,922 8,450 

 特定取引有価証券収益  ― 413 

  特定金融派生商品収益  99,251 125,031 

  その他の特定取引収益  1,844 11,302 

その他業務収益  218,467 304,491 

  外国為替売買益  139,505 204,301 

  国債等債券売却益  44,516 57,676 

  金融派生商品収益  10,219 ― 

 +ｸ,ﾉ�ﾈ,ﾈｼik�i収益  
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前事業年度 



― 189 ― 

 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――――― (5) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、オフバラン

ス取引等に関して偶発的に発生する
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

９  ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ 

  金融資産及び金融負債から生じる

金利リスクを対象とするヘッジ会計

のヘッジ対象を識別する方法は、主

として、業種別監査委員会報告第24

号「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」(平成14年２月13日 日本

公認会計士協会。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という)及び会

計制度委員会報告第14号「金融商品

会計に関する実務指針」(平成12年

１月31日 日本公認会計士協会)に

示されている取扱いによる包括ヘッ

ジ又は個別ヘッジによっておりま

す。ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジによっております。 

  固定金利の預金・貸出金等の相場

変動を相殺するヘッジにおいては、

個別に又は業種別監査委員会報告第

24号に基づき一定の残存期間毎にグ

ルーピングしてヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引等をヘッジ手

段として指定しております。その他

有価y�し、金利スワップ取引等をｭh+x.們�k�wッジ断に関す重他��Kｳき亜碧格よっておらッ

  金融資産及び金融負債から生じる

金利リスクを対象とするヘッジ会計

のヘッジ対象を識別する方法は、主

として、業種別監査委員会報告第24

号「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」(平成14年２月13日 日本

公認会計士協会。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という)及び会

計制度委員会報告第14号「金融商品

会計に関する実務指針」(平成12年

１月31日 日本公認会計士協会)に

示されている取扱いによる包括ヘッ

ジ又は個別ヘッジによっておりま

す。ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジによっております。 

  固定金利の預金・貸出金等の相場

変動を相殺するヘッジにおいては、

個別に又は業種別監査委員会報告第

24号に基づき一定の残存期間毎にグ

ルーピングしてヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引等をヘッジ手

段として指定しております。その他

有価y�し、金利スワップ取引等をｭh+x.們�k�wッジ断に関す重他��Kｳき亜碧格よっておらッ



 前 事 業 年 度  至 平成18年３月31日) 至 平成19年３月31日) 

予定取引のキャッシュ・フローを固'$�q か   変動ﾌ預金・貸出金等及び短予定取引のキャッシュ・フローを固
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前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

当事業年度末 
(平成19年３月31日) 
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¥ 
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(有価証券関係) 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前事業年度(平成18年３月31日現在) 

 

 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円) 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 591円25銭
 

１株当たり純資産額 654円67銭
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(追加情報) 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当行は、株式会社ＵＦＪ銀行との間で、平成17年４月

20日付にて合併契約書を、平成17年８月12日付にて合併

契約書の変更契約書を締結し、平成18年１月１日を合併

期日として合併致しました。 

 なお、当該合併契約書は平成17年６月28日開催の当行

の定時株主総会および各種類株式にかかる種類株主総会

ならびに、平成17年６月29日開催の株式会社ＵＦＪ銀行

の定時株主総会および各種類株式にかかる種類株主総会

において、当該合併契約書の変更契約書は平成17年８月

30日開催の当行の臨時株主総会および第二種優先株式に

かかる種類株主総会ならびに、同日開催の株式会社ＵＦ

Ｊ銀行の臨時株主総会および各種類株式にかかる種類株

主総会において、それぞれ承認可決されました。 

 当該合併契約の内容は、以下のとおりです。 

(1) 合併の目的 

 ＭＴＦＧグループとＵＦＪグループは、グローバル

な競争を勝ち抜く「世界屈指の総合金融グループ」を

創造し、お客様に最高水準の商品・サ8,ﾈｩH

2蕀C煙疾�4�4H驛I�5イCCｱEダループとｔ式会社ＵＦＪ





― 207 ― 

 



― 208 ― 

④ 【附属明細表】 

当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
当期増燕� 

当期�
当期�

当期�
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。 

 

① 資産の部 

預け金 日本銀行への預け金 574,741百万円、他の銀行への預け金 5,552,162百万

円その他であります。 

その他の証券 外国証券 7,332,441百万円その他であります。 

未収収益 貸出金利息 123,009
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当ありません。 
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